
令和４年度

田原市水道事業会計



　(1) 収益的収入及び支出

　　収入

円 円 円 円

 第１款　水道事業収益 1,255,633,000 0 0

　 第１項　営業収益 1,119,131,000 0 0

　 第２項　営業外収益 136,502,000 0 0

　　支出

円 円 円 円 円

 第１款　水道事業費用 1,215,313,000 11,000,000 0 0 0

　 第１項　営業費用 1,202,565,000 11,000,000 0 0 0

　 第２項　営業外費用 11,748,000 0 0 0 0

　 第３項　予備費 1,000,000 0 0 0 0

令和４年度　田原市水道事業決算報告書

区　　　　分

区　　　　分
合　　　計

当　　初
予 算 額

予　　　　　　　算　　　　　　　額

1,255,633,000

1,119,131,000

136,502,000

地方公営企業法第
２４条第３項の規
定による支出額に
係る財源充当額

補　　正
予 算 額

予 備 費
支 出 額

流　　用
増 減 額

当　　初
予 算 額

補　　正
予 算 額

地方公営企業
法第２４条第
３項の規定に
よる支出額

予　　　　　　　　　　　　算



円 円

1,232,778,176 （うち、仮受消費税及び地方消費税　 101,236,207 円）

1,106,504,277 （うち、仮受消費税及び地方消費税　 99,055,663 円）

126,273,899 （うち、仮受消費税及び地方消費税　 2,180,544 円）

額

円 円 円 円 円 円

1,226,313,000 0 1,173,130,502 0 53,182,498

1,213,565,000 0 1,155,536,127 0 58,028,873

11,748,000 0 17,594,375 0 △ 5,846,375

1,000,000 0 0 0 1,000,000

（うち、仮払消費税及び地
方消費税　4,276円）

（うち、仮払消費税及び地
方消費税　67,052,520円）

（うち、仮払消費税及び地
方消費税　67,056,796円）

地方公営企業
法第２６条第
２項の規定に
よる繰越額

決　算　額

決　算　額

小　　　計

備　　　　　　　　　　考
予算額に比べ
決算額の増減

地方公営
企業法第
２６条第
２項の規
定による
繰越額

△ 12,626,723

△ 10,228,101

不　用　額
合　　　計

備　　　考

1,000,000

1,226,313,000

1,213,565,000

11,748,000

△ 22,854,824



　(2) 資本的収入及び支出

　　収入

円 円 円 円

 第１款　資本的収入 305,597,000 0

　 第１項　企業債 100,000,000 0

　 第２項　出資金 39,300,000 0

　 第３項　工事負担金 31,297,000 0

　 第４項　補助金 135,000,000 0

　　支出

円 円 円 円 円

 第１款　資本的支出 634,769,000 90,000,000 0 0 724,769,000 0

　 第１項　建設改良費 624,139,000 90,000,000 0 0 714,139,000 0

　 第２項　企業債償還金 9,630,000 0 0 0 9,630,000 0

　 第３項　予備費 1,000,000 0 0 0 1,000,000 0

区　　　　分

地方公営企
業法第２６
条の規定に
よる繰越額

100,000,000 0

305,597,000

区　　　　分
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当　　初
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予算額

予備費
支出額

小　　　計
流　用
増減額

0135,000,000

補　正
予算額

小　　　計
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地方公営企業法
第２６条の規定に
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39,300,000 0

0

031,297,000



額

円 円 円 円

額

円 円 円 円 円 円

0 0 125,105,000 103,840,135

0 0 125,105,000 102,818,933

0 0 0 21,202

0 0 0 1,000,000

（うち、仮受消費税及び地方消費税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0円）

△ 35,536,900

△ 30,536,900

270,060,100

0

（うち、仮払消費税及び地
方消費税　41,912,903円）

0

760,100

486,215,067

125,105,000

翌年度繰越額

495,823,865

130,000,000

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 225,763,765円は、過年度分損益勘定留保資
金 195,752,145円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 30,011,620円で
補 した。
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△ 5,000,000

合　　　計
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0

100,000,000100,000,0000

0



（単位：円）

１　営　業　収　益

 (1)　給水収益 978,833,358

 (2)　その他営業収益 28,615,256 1,007,448,614

２　営　業　費　用

 (1)　原水及び浄水費 542,634,644

 (2)　配水及び給水費 103,593,104

 (3)　総係費 91,427,725  

 (4)　減価償却費 348,307,118

 (5)　資産減耗費 2,521,016 1,088,483,607

　　営　業　損　失 81,034,993

令和４年度 田原市水道事業損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）



（単位：円）

３　営　業　外　収　益

 (1)　受取利息及び配当金 282,862

 (2)　加入分担金 21,789,000

 (3)　他会計負担金 664,000

 (4)　長期前受金戻入 101,102,576

 (5)　貸倒引当金戻入益 234,224

 (6)　雑収益 23,642 124,096,304

４　営　業　外　費　用

 (1)　支払利息 881,656

 (2)　雑支出 13,026,565 13,908,221 110,188,083

　　経　常　利　益 29,153,090

　　当 年 度 純 利 益 29,153,090

　　前年度繰越利益剰余金 51,112,668

　　その他未処分利益剰余金変動額 -

　　当年度未処分利益剰余金 80,265,758



受贈財産
評価額

工事負担金 補助金
その他

資本剰余金

前年度末残高 6,674,839,383 0 17,513,066 0 0

前年度処分額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

6,674,839,383 0 17,513,066 0 0

当年度変動額 39,300,000 0 0 0 0

39,300,000 0 0 0 0

0 0 0 0 0当年度純利益

令和４年度田原市水道事業剰余金計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

0当年度末残高

出資金の受入

資本金

6,714,139,383 0 17,513,066 0

資本剰余金

処分後残高

議会の議決による処分額



（単位：円）

資本剰余金
合計

減債
積立金

建設改良
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

17,513,066 0 626,709,806 51,112,668 677,822,474 7,370,174,923

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

17,513,066 0 626,709,806 51,112,668 677,822,474 7,370,174,923

0 0 0 29,153,090 29,153,090 68,453,090

0 0 0 0 0 39,300,000

0 0 0 29,153,090 29,153,090 29,153,090

（当年度未処分利益剰余金）

80,265,75817,513,066 0 626,709,806 706,975,564 7,438,628,013

資本合計
利　益　剰　余　金

剰　　余　　金

（繰越利益剰余金）



（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 6,714,139,383 17,513,066 80,265,758

議会の議決による処分額 0 0 0

（繰越利益剰余金）

80,265,758

令和４年度田原市水道事業剰余金処分計算書

処分後残高 6,714,139,383 17,513,066





（単位：円）

１　固　定　資　産

 (1)　有形固定資産

　　イ  土　　　　　地　 189,181,450

　　ロ  建　　　　　物 158,586,249

　　 　 減価償却累計額 133,930,716 24,655,533

　　ハ  構　  築　　物　　18,184,505,968

　　　  減価償却累計額 10,296,399,742 7,888,106,226

　　ニ  機械及び装置 1,623,749,027

　　　  減価償却累計額 1,302,065,320 321,683,707

　　ホ  車 両 運 搬 具 11,285,019

　　　  減価償却累計額 10,720,767 564,252

　　ヘ  工具器具及び備品 30,268,930

　　　  減価償却累計額 28,272,263 1,996,667

　　　  有形固定資産合計 8,426,187,835

 (2)　無形固定資産

　　イ  電 話 加 入 権 321,330

　　ロ  施 設 利 用 権 171,000

　 　　 無形固定資産合計 492,330

 (3)　投資その他の資産

　　イ  破産更生債権等 150,123

　　　　貸倒引当金 △ 150,123

　 　　 投資その他の資産合計 0

　　　  固定資産合計 8,426,680,165

２　流　動　資　産

 (1)　現 金 預 金 1,839,746,755

 (2)　未　収　金 74,582,721

　　　貸倒引当金 △ 120,690 74,462,031

 (3)　貯　蔵　品 5,667,783

　　　　流動資産合計 1,919,876,569

　　　　資　産　合　計 10,346,556,734

（令和５年３月３１日）

令和４年度 田原市水道事業貸借対照表

資　産　の　部



（単位：円）

３　固　定　負　債

 (1)　企　業　債 464,488,368

　　　　固定負債合計 464,488,368

４　流　動　負　債

 (1)　企　業　債 11,987,223

 (2)　未　払　金 210,857,796

 (3)　賞与引当金 6,533,000

 (4)　その他流動負債 26,186,668

　　　　流動負債合計 255,564,687

５　繰　延　収　益

 (1)　長期前受金

　　イ  受贈財産評価額 382,444,123

　　 　 収益化累計額 258,152,602 124,291,521

　　ロ  工事負担金 3,795,341,856

　　 　 収益化累計額 2,472,095,536 1,323,246,320

　　ハ  国庫(県)補助金 1,502,173,202

　　 　 収益化累計額 774,344,861 727,828,341

　　ニ  その他長期前受金 168,037,524

　　 　 収益化累計額 155,528,040 12,509,484

　　　　繰延収益合計 2,187,875,666

　　　　負　債　合　計 2,907,928,721

６　資　本　金

 (1)　資 本 金 6,714,139,383

７　剰　余　金

 (1)　資 本 剰 余 金

　　イ　工 事 負 担 金 17,513,066

　　　　資本剰余金合計 17,513,066

 (2)　利 益 剰 余 金

　　イ　建設改良積立金 626,709,806

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 80,265,758

　　　　利益剰余金合計 706,975,564

　　　　剰余金合計 724,488,630

　　　　資　本　合　計 7,438,628,013

　　　　負 債 資 本 合 計 10,346,556,734

負　債　の　部

資　本　の　部



注記 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 新会計基準の適用 

平成 26 年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を

作成している。 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

イ. 有形固定資産 

定額法 

量水器は取替法 

主な耐用年数 建物 10～50 年 

 構築物 3～60 年 

 機械及び装置 2～40 年 

 車両運搬具 4～5 年 

 工具器具及び備品 2～20 年 

ロ. 無形固定資産 

定額法 

(3) 引当金の計上方法 

イ. 退職給付引当金 

愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する

追加的な負担金については、一般会計がその全部を負担するため、退職給付

引当金は計上していない。 

ロ. 賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備え

るため、当年度末における支給及び支出見込額に基づき、当年度の負担に属

する額（12 月から 3月までの 4か月分）を計上している。 



ハ. 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

(4) その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

イ. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

2. セグメント情報に関する注記 

報告セグメントが 1つのため、記載を省略している。 

3. その他の注記 

(1) 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、令和 4年 6月支給分期末手当及び勤勉手当並びにこれに伴う

法定福利費として 8,429,304 円を支出するため、賞与引当金 6,918,000 円を取り

崩した。 

(2) 貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

当年度において、不納欠損処分 38,453 円に係るものとして、貸倒引当金 38,453

円を取り崩した。 


